
受付 １８－    日付 令和  年  月  日 

 

様式第１（第７条関係） 

安城市住宅省エネ改修促進補助金交付申請書 

年   月   日  

安城市長 
 
 

申請者 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

次のとおり安城市住宅省エネ改修促進補助金の交付を申請します。また、この申
請に係る審査のため、市長が私の市税の滞納状況に関する資料を閲覧することに同
意します。 
 

１ 対象住宅 

 

２ 対象住宅の概要 

                                             
【市処理欄】 

 

住  所 
事業者等にあっては、事
業所等の所在地 

〒    －      

 

建物の名称等  

フリガナ   

氏  名 
事業者等にあっては、そ
の名称及び代表者の氏名 

 (※) 

（※）本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

電 話 番 号  

建築物の種類 □１戸建て住宅 

□長屋又は共同住宅 

 □全棟（全     戸） 

 □一部の住戸（   戸／   戸） 

所 在 地 安城市 

建物の名称  ※共同住宅等の場合 

部 屋 番 号  ※一部の住戸の場合 

所 有 状 況 □持家 □賃貸住宅 

規 模 地上  階 ・ 地下  階 

構 造  

面 積 
（対象住宅）延べ面積  ㎡  

（全  棟）延べ面積  ㎡ ※共同住宅等の場合 

住宅の比率  ％ ※店舗などの用途を兼ねる場合 

建 築 時 期  年頃（築  年） 

決
裁
欄 

課長 係長 担当 担当   受付 確認 税 

     

本人・業者   □ 



様式第１（第７条関係） 

安城市住宅省エネ改修促進補助金交付申請書 

令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日  

安城市長 
 
 

申請者 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

次のとおり安城市住宅省エネ改修促進補助金の交付を申請します。また、この申
請に係る審査のため、市長が私の市税の滞納状況に関する資料を閲覧することに同
意します。 
 

１ 対象住宅 

 

２ 対象住宅の概要 

 

 

 

 

住  所 
事業者等にあっては、事
業所等の所在地 

〒 ４ ４ ６ － ８ ５ ０ １  

安城市桜町１８番２３号 

建物の名称等  

フリガナ アンジョウ タロウ  

氏  名 
事業者等にあっては、そ
の名称及び代表者の氏名 

安城 太郎 (※) 

（※）本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。 

電 話 番 号 ０５６６-７１-２２８０ 

建築物の種類 ☑１戸建て住宅 

□長屋又は共同住宅 

 □全棟（全     戸） 

 □一部の住戸（   戸／   戸） 

所 在 地 安城市桜町１８番２３号 

建物の名称   ※共同住宅等の場合 

部 屋 番 号  ※一部の住戸の場合 

所 有 状 況 ☑持家 □賃貸住宅 

規 模 地上 2 階 ・ 地下  階 

構 造 木造 

面 積 
（対象住宅）延べ面積 １２０．０ ㎡  

（全  棟）延べ面積  ㎡ ※共同住宅等の場合 

住宅の比率   ％ ※店舗などの用途を兼ねる場合 

建 築 時 期 平成○○ 年頃（築 ○○ 年） 

【記入例】 ・ 消すことができるインクのペンで記入した書類、修正液や 

砂消しゴム等を使用した書類は認められません。 

・ 文字が枠内に収まるように記入してください。 

申請書類を窓口に提出する日

付またはあいち電子申請に添付

する日付を記入してください。 

※日付の訂正はできません。 

間違えた場合は書き直しが 

必要です。 

 

氏名の訂正はできません。 

間違えた場合は書き直しが必要です。 

氏名を手書きしない場合は、押印が必要です。 



３ 補助申請内容 

 

４ 工事施行者 

 

 

 

 

 

改 修 範 囲 

□全体改修（ＺＥＨ水準に相当する旨のＢＥＬＳ等の認証

を添付） 

□部分改修（各建材・設備等がＺＥＨ水準の仕様基準に適

合） 

工 事 内 容 

 □省エネ設計 

□既存開口部（窓・ドア）の断熱改修 

□躯体等の断熱改修 

□太陽熱利用システムの設置 

□節水型トイレの設置 

□高断熱浴槽の設置 

□高効率給湯器の設置 

□燃料電池システムの設置 

□コージェネレーション設備の設置 

□節湯水栓の設置 

□蓄電池の設置 

□ＬＥＤ照明の設置 

□構造補強工事（ＺＥＨ水準に相当する全体改修と併せて

実施する場合に限る。） 

補 助 対 象 経 費  円 ※消費税を除く。 

補助金交付申請額  円 

工事着手予定日 令和   年   月   日 

工事完了予定日 令和   年   月   日 

その他補助金等 
利 用 の 有 無 

□利用する □利用しない 

その他補助金等 
補 助 金 の 名 称 

 実 施 主 体  

その他補助金等 
補 助 対 象 経 費 

 円 

所 在 地  

名 称  

担 当 者 名  電 話 番 号  



３ 補助申請内容 

 

４ 工事施行者 

 

 

 

 

 

改 修 範 囲 

□全体改修（ＺＥＨ水準に相当する旨のＢＥＬＳ等の認証

を添付） 

☑部分改修（各建材・設備等がＺＥＨ水準の仕様基準に適

合） 

工 事 内 容  □省エネ設計 

☑既存開口部（窓・ドア）の断熱改修 

□躯体等の断熱改修 

□太陽熱利用システムの設置 

□節水型トイレの設置 

☑高断熱浴槽の設置 

□高効率給湯器の設置 

□燃料電池システムの設置 

□コージェネレーション設備の設置 

☑節湯水栓の設置 

□蓄電池の設置 

□ＬＥＤ照明の設置 

□構造補強工事（ＺＥＨ水準に相当する全体改修と併せて

実施する場合に限る。） 

補 助 対 象 経 費 ○○○○○○ 円 ※消費税を除く。 

補助金交付申請額 ○○○○○○ 円 

工事着手予定日 令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

工事完了予定日 令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

その他補助金等 
利 用 の 有 無 

□利用する ☑利用しない 

その他補助金等 
補 助 金 の 名 称 

 実 施 主 体  

その他補助金等 
補 助 対 象 経 費 

 円 

所 在 地 ○○市○○町○○ 

名 称 ○○○○○○○○ 

担 当 者 名 ○○ ○○ 電 話 番 号 ○○-○○○○ 

改修範囲及び工事内容の訂正はできません。 

間違えた場合は書き直しが必要です。 

金額の訂正はできません。 

間違えた場合は書き直しが必要です。 

工事着手予定日は申請日から３０日以降になる

ように設定してください。 

工事完了予定日は令和８年２月２７日まで。 

複数の開口部の断熱改修は必須です 

【記入例】 

補助対象経費は内訳書④の金額と 

一致する必要があります 



５ 申請者による確認（必ず申請者自ら次の項目を確認の上、下記項目□にチェッ

ク☑してください。） 

□ 本申請書の記載内容に虚偽はありません。 

□ 事業の契約前です。 

□ 本事業の実績報告書を提出期限までに提出します。 

□ 事業を実施する住宅は、現にＺＥＨ水準を満たしていません。 

□ 

安城市暴力団排除条例（平成２４年安城市条例第１７号）第２条第２
号に規定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若しくはこれ
らの者と密接な関係を有する者ではありません。 

□ 
本補助制度で申請する補助対象について、以前に国、愛知県、本市か

らその他の補助金を受けた又は今後受ける予定はありません。 

□ 
自ら居住するために行う断熱改修工事等であり、建築基準法等の関係
法令に適合しています。 

□ 
事業を実施する住宅は、店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積
の２分の１未満です。 

□ 提出書類に不足がないことを確認しました。 

注 お預かりした個人情報については、補助金の交付の目的のために利用し、 

それ以外の利用や第三者へ提供することはありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 申請者による確認（必ず申請者自ら次の項目を確認の上、下記項目□にチェッ

ク☑してください。） 

☑ 本申請書の記載内容に虚偽はありません。 

☑ 事業の契約前です。 

☑ 本事業の実績報告書を提出期限までに提出します。 

☑ 事業を実施する住宅は、現にＺＥＨ水準を満たしていません。 

☑ 

安城市暴力団排除条例（平成２４年安城市条例第１７号）第２条第２
号に規定する暴力団員又は同条第１号に規定する暴力団若しくはこれ
らの者と密接な関係を有する者ではありません。 

☑ 
本補助制度で申請する補助対象について、以前に国、愛知県、本市か

らその他の補助金を受けた又は今後受ける予定はありません。 

☑ 
自ら居住するために行う断熱改修工事等であり、建築基準法等の関係
法令に適合しています。 

☑ 
事業を実施する住宅は、店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積
の２分の１未満です。 

☑ 提出書類に不足がないことを確認しました。 

注 お預かりした個人情報については、補助金の交付の目的のために利用し、 

それ以外の利用や第三者へ提供することはありません。 

【記入例】 

申請者本人が内容を確認し、 

チェックをする必要があります。 


